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１. 18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

（1）経営成績 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

       百万円       ％ 

     64,788            1.7 

     63,730         3.2 

       百万円       ％

     17,930       20.8 

      14,846       18.3 

       百万円       ％ 

     10,735       33.2 

       8,057       31.5 

 
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

 

経常収支率 

 

 

預金残高 

 
 

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

円 銭 

330.06 

255.72 

円 銭

－ 

－ 

％

7.8 

7.0 

％ 

72.3 

76.7 

百万円

2,880,664 

2,804,592 

（注）①期中平均株式数  18 年 3 月期  32,353,867 株 17 年 3 月期  31,373,310 株 

②会計処理の方法の変更   有 

③経常収支率＝経常費用／経常収益×100 

④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（2）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

       円 銭 

55.00 

50.00 

       円 銭

25.00 

25.00 

        円 銭

30.00 

25.00 

       百万円

1,815 

1,566 

           ％ 

16.7 

19.6 

           ％

1.2 

1.3 

 

（3）財政状態 

 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

単体自己資本比率

（国内基準） 

 

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

          百万円 

3,138,309 

3,021,077 

          百万円

153,373 

120,175 

              ％

4.9 

4.0 

          円  銭 

4,456.41 

3,836.41 

              ％

10.21 

 9.27 

（注）①期末発行済株式数 18 年 3 月期 34,416,311 株 17 年 3 月期 31,324,941 株 

②期末自己株式数  18 年 3 月期      39,145 株 17 年 3 月期    430,515 株 

 

２. 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  

 経常収益 経常利益 当期純利益 
中  間 期  末  

 

中間期 

通  期 

       百万円 

33,500 

66,500 

       百万円

10,100 

19,500 

       百万円

 5,800 

11,000 

       円 銭

30.00 

－ 

       円 銭 

－ 

30.00 

       円 銭

－ 

60.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 319 円 62 銭 

※上記の予想は、今後の経営環境をはじめ様々な要因により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。 
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第８３期末（平成１８年３月３１日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

科            目 金      額 科            目 金      額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

現 金 預 け 金 １３５，３１５ 預 金 ２，８８０，６６４

 現 金 ３７，８８５ 当 座 預 金 １２５，８０９

 預 け 金 ９７，４３０ 普 通 預 金 １，３０５，４２３

コ ー ル ロ ー ン １，２５８ 貯 蓄 預 金 ９０，１５９

買 入 金 銭 債 権 １７，１２７ 通 知 預 金 ６，１３８

商 品 有 価 証 券 ５６１ 定 期 預 金 １，２９１，７５７

 商 品 国 債 ５５３ 定 期 積 金 １６，７５２

 商 品 地 方 債 ７ そ の 他 の 預 金 ４４，６２３

金 銭 の 信 託 １，５００ 譲 渡 性 預 金 １５，０４０

有 価 証 券 ６４６，０２０ コ ー ル マ ネ ー ８，２２２

 国 債 ２５５，９３５ 債券貸借取引受入担保金 ２，９２８

 地 方 債 １０３，１６２ 借 用 金 ２７，９５１

 社 債 １１７，６７９ 借 入 金 ２７，９５１

 株 式 ７１，７６６ 外 国 為 替 １６７

 そ の 他 の 証 券 ９７，４７６ 売 渡 外 国 為 替 １６７

貸 出 金 ２，２６８，１１７ そ の 他 負 債 １２，３９０

 割 引 手 形 ４２，０３６ 未 払 法 人 税 等 １，１２６

 手 形 貸 付 １９２，４９３ 未 払 費 用 １，８８１

 証 書 貸 付 １，８５４，７３４ 前 受 収 益 １，６５０

 当 座 貸 越 １７８，８５３ 給 付 補 て ん 備 金 ４

外 国 為 替 １，７０１ 金 融 派 生 商 品 ２４

 外 国 他 店 預 け １，４３８ 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 １，２１５

 買 入 外 国 為 替 ２１０ そ の 他 の 負 債 ６，４８７

 取 立 外 国 為 替 ５２ 賞 与 引 当 金 １，３１６

そ の 他 資 産 １６，２４１ 退 職 給 付 引 当 金 ５，５３３

 前 払 費 用 １５ 再評価に係る繰延税金負債 ５，６５５

 未 収 収 益 ３，２６７ 支 払 承 諾 ２５，０６４

 金 融 派 生 商 品 １，３２６ 負 債 の 部 合 計 ２，９８４，９３６

 そ の 他 の 資 産 １１，６３１ （  資   本   の   部  ） 

動 産 不 動 産 ３５，６２９ 資 本 金 ４５，７４３

 土 地 建 物 動 産 ３３，２００ 資 本 剰 余 金 ３９，４３９

 保 証 金 権 利 金 ２，４２８ 資 本 準 備 金 ３８，３５１

繰 延 税 金 資 産 ５，１０７ そ の 他 資 本 剰 余 金 １，０８８

支 払 承 諾 見 返 ２５，０６４  自 己 株 式 処 分 差 益 １，０８８

貸 倒 引 当 金 △ １５，３３４ 利 益 剰 余 金 ４６，７０９

 利 益 準 備 金 １０，０８２

 任 意 積 立 金 ２５，０１９

 当 期 未 処 分 利 益 １１，６０７

   当 期 純 利 益 １０，７３５

 土 地 再 評 価 差 額 金 ６，９７１

 株 式 等 評 価 差 額 金 １４，６７０

 自 己 株 式 △ １６２

 資 本 の 部 合 計 １５３，３７３

資 産 の 部 合 計 ３，１３８，３０９ 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ３，１３８，３０９
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１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人

等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。 

５．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

６．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建      物      １５年～５０年 

       動      産       ４年～２０年 

７．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

８．新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

９．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

10．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という｡）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下､｢実質破綻先」という｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その

金額は１３，１９４百万円であります。 

11．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰

属する額を計上しております。 

12．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下の 

とおりであります。 

       過去勤務債務        その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理 

       数理計算上の差異    各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

   当期より、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計算上の差異の発生により、年金資産が

企業年金制度に係る退職給付債務を超えることとなった場合における当該超過額(以下「未認識年金資産」とい

う。)は、平成１７年３月１６日付で「退職給付に係る会計基準」(企業年金審議会平成１０年６月１６日)の一部が改

正され、未認識年金資産を資産として認識することが認められました。これに伴い、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用基準」(企業会計基準適用指針第７号平成１７年３月１６日)を適用しております。こ

れによる当期の損益に与える影響はありません。 

13．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14．当行のヘッジ会計の方法は、主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を

目的として、各取引毎のヘッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。 

また、複数のヘッジ対象に対してデリバティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会計の方法

は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。また、当行のリスク管 
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理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されているかを検証

し、ヘッジの有効性を評価しております。 

15．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。 

なお、当決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

16．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

17．子会社の株式及び出資総額は ７５９百万円であります。 

18．子会社に対する金銭債権総額は ３２４百万円であります。 

19．子会社に対する金銭債務総額は ５，９４５百万円であります。 

20．動産不動産の減価償却累計額は ２０，２８４百万円であります。 

21．動産不動産の圧縮記帳額は １，４６９百万円であります。 

22．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、現金自動設備等の事務機器の一部についてはリース契約により使

用しております。 

23．貸出金のうち、破綻先債権額は１，６２９百万円、延滞債権額は４０，８５９百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を

除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

24．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は７６百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

25．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３０，５５７百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞

債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります｡ 

26．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７３，１２２百万円

であります。 

なお、23．から 26．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

27．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行

引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

権利を有しておりますが、その額面金額は、４２，２４１百万円であります。 

28．担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

有価証券              ２，９７５百万円 

    担保資産に対応する債務 

        債券貸借取引受入担保金   ２，９２８百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保等として、有価証券９９，８９０百万円を差し入れております。 

29．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益として計上しております。 

なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は６百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１，２２１百万円であります。 

30．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日                           平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法          土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月 

３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価

 

－30－ 



株式会社武蔵野銀行

 

                                               税法に基づいて、（奥行価格補正、側方路線影響

加 算 、 不 整 形 地 補 正 に よ る 補 正 等 ）

合理的な調整を行って算出 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額が当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は１１，０３５百万円であります。 

31．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 ２７，５００百

万円が含まれております。 

32．１株当たりの純資産額は４，４５６円４１銭であります。 

33．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は１４，６９４百万円でありま

す。 

34．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社

債」、「株式」、「その他の証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が

含まれております。以下 38．まで同様であります。 

         売買目的有価証券                                     （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 ５６１  

当期の損益に含まれた評価差額 △ ２  

          満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

貸借対照表    

計  上  額 時 価 差 額 
うち益 うち損 

地 方 債 ７，９８１ ７，８４２ △ １３９ － １３９

          子会社・子法人等株式で時価のあるもの 

              該当ありません。 

          その他有価証券で時価のあるもの                                     （単位：百万円） 

   

 
取得原価 

貸借対照表 

計  上  額 
評価差額 

うち益 うち損 

株   式 ３７，０１７ ６８，７３５ ３１，７１８ ３１，８９３ １７４

債   券 ４６５，９９０ ４５８，３５２ △ ７，６３７ ８４６ ８，４８３

 国  債 ２６１，５８３ ２５５，９３５ △ ５，６４７ ５７ ５，７０４

 地方債 ９６，３９２ ９５，１８１ △ １，２１１ ３４３ １，５５４

 社  債 １０８，０１４ １０７，２３６ △ ７７８ ４４６ １，２２４

そ の 他 １０４，５３５ １０５，１０６ ５７１ ２，４５５ １，８８３

合   計 ６０７，５４２ ６３２，１９５ ２４，６５２ ３５，１９４ １０，５４２

             当期において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりま 

せん。 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 ９，９８１百万円を差し引いた額 １４，６７０百万 

円が、「株式等評価差額金」に含まれております。 

また、当行の減損基準は次のとおりであります。 

              ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

              イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

                ① 時価が過去 1 年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

                ② 発行会社が債務超過 

                ③ 発行会社が 2 期連続の赤字決算 

    35．当期中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりであります。 

           該当ありません。 

    36．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                                                         （単位：百万円） 

売 却 額 売 却 益 売 却 損 

２４９，９３５ １，１８３ １，９１６ 
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    37．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

                                                         （単位：百万円） 

内  容 貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 １０，４４２ 

 事業債（私募債） １０，４４２ 

子会社・子法人等株式及び出資額 ７７０ 

 子会社・子法人等株式及び出資額 ７７０ 

その他有価証券 ５，１８１ 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，６７８ 

 投資事業組合等 ２，５０３ 

 

    38．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりでありま

す。 

                                                                           （単位：百万円） 

 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０  年  超 

債   券 ４１，７８４ ２３８，４０８ １４７，９９８ ４８，５８６

 国  債 ２０，２４１ １２０，９１３ ７０，７７１ ４４，００８

 地方債 ３，８９６ ４３，６８２ ５５，５８４ －

 社  債 １７，６４７ ７３，８１２ ２１，６４２ ４，５７７

そ の 他 １５，７０２ ３１，０５０ ２８，４７９ １８，０１０

合   計 ５７，４８７ ２６９，４５８ １７６，４７７ ６６，５９６

    39．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

         運用目的の金銭の信託                                   （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 １，５００  

当期の損益に含まれた評価差額 －  

          満期保有目的の金銭の信託 

              該当ありません。 

          その他の金銭の信託 

              該当ありません。 

    40．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 

       これらの契約に係る融資未実行残高は、２４３，１８８百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のもの

が２３０，６７７百万円あります。このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２２８，３４１百万円

あります。 

       なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担

保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて

契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

    41．固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成１４年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成１５

年１０月３１日)を当期から適用しております。 

     これにより税引前当期純利益は１７０百円減少しております。 

     なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」(昭和５７年大蔵省令第１０号)に基づき減価償却累計額を直接控

除により表示しているため、減損損失額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 
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平成１７年４月 １ 日から 
第 83 期  ( 

平成１８年３月３１日まで 
) 損益計算書 

（単位：百万円） 

科               目 金                     額 

   経 常 収 益     ６４，７８８  

 資 金 運 用 収 益   ５１，８２１  

  貸 出 金 利 息   ４３，０５９  

  有 価 証 券 利 息 配 当 金   ８，５６１  

  コ ー ル ロ ー ン 利 息   ５１  

  買 現 先 利 息   １  

  買 入 手 形 利 息   ０  

  預 け 金 利 息   ０  

  そ の 他 の 受 入 利 息   １４６  

 役 務 取 引 等 収 益   ９，６７９  

  受 入 為 替 手 数 料   ３，０４４  

  そ の 他 の 役 務 収 益   ６，６３４  

 そ の 他 業 務 収 益   １，５２３  

  外 国 為 替 売 買 益   １５２  

  商 品 有 価 証 券 売 買 益   ６  

  国 債 等 債 券 売 却 益   ４２６  

  国 債 等 債 券 償 還 益   ４  

  金 融 派 生 商 品 収 益   ９３３  

  そ の 他 の 業 務 収 益   ０  

 そ の 他 経 常 収 益   １，７６３  

  株 式 等 売 却 益   ７５７  

  金 銭 の 信 託 運 用 益   ２６  

  そ の 他 の 経 常 収 益   ９７９  

   経 常 費 用   ４６，８５７  

 資 金 調 達 費 用   ２，０８２  

  預 金 利 息   ８６２  

  譲 渡 性 預 金 利 息   ４  

  コ ー ル マ ネ ー 利 息   ２９６  

  借 用 金 利 息   ４８９  

  金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息   ３７５  

  そ の 他 の 支 払 利 息   ５４  

 役 務 取 引 等 費 用   ４，１６７  

  支 払 為 替 手 数 料   ６１４  

  そ の 他 の 役 務 費 用   ３，５５３  

 そ の 他 業 務 費 用   １，８９９  

  国 債 等 債 券 売 却 損   １，６００  

  国 債 等 債 券 償 還 損   ２９９  

 営 業 経 費   ３５，９７２  

 そ の 他 経 常 費 用   ２，７３５  

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額   ８４７  

  貸 出 金 償 却   ５  

  株 式 等 売 却 損   ３１６  

  株 式 等 償 却   １０３  

  そ の 他 の 経 常 費 用   １，４６２  

   経 常 利 益   １７，９３０  
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（単位：百万円） 

科               目 金                     額 

   特 別 利 益     ６００  

 動 産 不 動 産 処 分 益  ２    

 償 却 債 権 取 立 益  ５９７    

   特 別 損 失  ２３９  

 動 産 不 動 産 処 分 損  ６９  

 減 損 損 失  １７０  

   税 引 前 当 期 純 利 益  １８，２９０  

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ３，４７７  

   法 人 税 等 調 整 額  ４，０７６  

   当 期 純 利 益  １０，７３５  

   前 期 繰 越 利 益  １，６７２  

   土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額    △ １７  

   中 間 配 当 額    ７８３  

   当 期 未 処 分 利 益    １１，６０７  

注１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 子会社との取引による収益総額は４７百万円であります。 

子会社との取引による費用総額は５４３百万円であります。 

３． １株当たりの当期純利益金額は３３０円０６銭であります。 
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第 ８３ 期 利 益 処 分 案 

（単位：円） 

科               目 金               額 

 当 期 未 処 分 利 益   １１，６０７，６４５，０７５  

 任 意 積 立 金 取 崩 額   １１，９０６，１１５  

  不 動 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額   １１，９０６，１１５  

 計   １１，６１９，５５１，１９０  

 利 益 処 分 額   ９，５８９，６０１，３３０  

  配 当 金 （ １ 株 に つ き ３ ０ 円 ）   １，０３２，４８９，３３０  

  役 員 賞 与 金   ５７，１１２，０００  

      取 締 役 賞 与 金   ４９，５９０，０００  

      監 査 役 賞 与 金   ７，５２２，０００  

  任 意 積 立 金   ８，５００，０００，０００  

     別 途 積 立 金   ８，５００，０００，０００  

 次 期 繰 越 利 益   ２，０２９，９４９，８６０  

（注） 平成１７年１２月９日に７８３，０２５千円（１株につき２５円）の中間配当を実施いたしました。 
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比較貸借対照表（主要内訳） 

（単位：百万円） 

科               目 平成１７年度末 平成１６年度末 比  較 

（  資  産  の  部  ）       

現 金 預 け 金 １３５，３１５ １５５，０２１  △ １９，７０６  

コ ー ル ロ ー ン １，２５８ ５２，５７７  △ ５１，３１９  

買 入 手 形 － １７，３００  △ １７，３００  

買 入 金 銭 債 権 １７，１２７ ２３，７７４  △ ６，６４７  

商 品 有 価 証 券 ５６１ ４３５  １２６  

金 銭 の 信 託 １，５００ １，５００  －  

有 価 証 券 ６４６，０２０ ６１１，３８７  ３４，６３３  

貸 出 金 ２，２６８，１１７ ２，０８９，６１９  １７８，４９８  

外 国 為 替 １，７０１ １，６３９  ６２  

そ の 他 資 産 １６，２４１ １３，６１３  ２，６２８  

動 産 不 動 産 ３５，６２９ ３５，４３４  １９５  

繰 延 税 金 資 産 ５，１０７ １１，８０７  △ ６，７００  

支 払 承 諾 見 返 ２５，０６４ ２６，９４９  △ １，８８５  

貸 倒 引 当 金 △ １５，３３４ △ １９，９８２  ４，６４８  

資 産 の 部 合 計 ３，１３８，３０９ ３，０２１，０７７  １１７，２３２  

（  負  債  の  部  ）       

預 金 ２，８８０，６６４ ２，８０４，５９２  ７６，０７２  

譲 渡 性 預 金 １５，０４０ ４，６１０  １０，４３０  

コ ー ル マ ネ ー ８，２２２ ８，１６５  ５７  

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 ２，９２８ －  ２，９２８  

借 用 金 ２７，９５１ ２７，９８３  △ ３２  

外 国 為 替 １６７ ９０  ７７  

そ の 他 負 債 １２，３９０ １６，６６７  △ ４，２７７  

賞 与 引 当 金 １，３１６ １，３１８  △ ２  

退 職 給 付 引 当 金 ５，５３３ ５，４２３  １１０  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 ５，６５５ ５，１００  ５５５  

支 払 承 諾 ２５，０６４ ２６，９４９  △ １，８８５  

負 債 の 部 合 計 ２，９８４，９３６ ２，９００，９０２  ８４，０３４  

（  資  本  の  部  ）       

資 本 金 ４５，７４３ ３６，６９０  ９，０５３  

資 本 剰 余 金 ３９，４３９ ２９，３０１  １０，１３８  

 資 本 準 備 金 ３８，３５１ ２９，３０１  ９，０５０  

 そ の 他 資 本 剰 余 金 １，０８８ ０  １，０８８  

利 益 剰 余 金 ４６，７０９ ３７，５９２  ９，１１７  

 利 益 準 備 金 １０，０８２ １０，０８２  －  

 任 意 積 立 金 ２５，０１９ １８，４３３  ６，５８６  

 当 期 未 処 分 利 益 １１，６０７ ９，０７６  ２，５３１  

    当 期 純 利 益 １０，７３５ ８，０５７  ２，６７８  

土 地 再 評 価 差 額 金 ６，９７１ ７，４９６  △ ５２５  

株 式 等 評 価 差 額 金 １４，６７０ １０，７９７  ３，８７３  

自 己 株 式 △ １６２ △ １，７０４  １，５４２  

資 本 の 部 合 計 １５３，３７３ １２０，１７５  ３３，１９８  

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ３，１３８，３０９ ３，０２１，０７７  １１７，２３２  
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株式会社武蔵野銀行 

比較損益計算書（主要内訳） 

（単位：百万円） 

科               目 平 成 １７ 年 度 平 成 １６ 年 度 比  較 

経 常 収 益 ６４，７８８ ６３，７３０  １，０５８  

  資 金 運 用 収 益 ５１，８２１ ４９，７０７  ２，１１４  

    （ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ４３，０５９ ） （  ４２，０２７ ） （ １，０３２ ） 

    （うち有価証券利息配当金） （  ８，５６１ ） （   ７，４８０ ） （ １，０８１ ） 

  役 務 取 引 等 収 益 ９，６７９ ８，７３５  ９４４  

  そ の 他 業 務 収 益 １，５２３ ２，１０７  △ ５８４  

  そ の 他 経 常 収 益 1，７６３ ３，１８０  △ １，４１７  

経 常 費 用 ４６，８５７ ４８，８８４  △ ２，０２７  

  資 金 調 達 費 用 ２，０８２ １，８８８  １９４  

    （ う ち 預 金 利 息 ） （   ８６２ ） （     ８１７ ） （   ４５ ） 

  役 務 取 引 等 費 用 ４，１６７ ３，９１５  ２５２  

  そ の 他 業 務 費 用 １，８９９ ２，１２７  △ ２２８  

  営 業 経 費 ３５，９７２ ３４，６２０  １，３５２  

  そ の 他 経 常 費 用 ２，７３５ ６，３３３  △ ３，５９８  

経 常 利 益 １７，９３０ １４，８４６  ３，０８４  

特 別 利 益 ６００ ３７  ５６３  

特 別 損 失 ２３９ ９３３  △ ６９４  

税 引 前 当 期 純 利 益 １８，２９０ １３，９５０  ４，３４０  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３，４７７ ４，４００  △ ９２３  

法 人 税 等 調 整 額 ４，０７６ １，４９２  ２，５８４  

当 期 純 利 益 １０，７３５ ８，０５７  ２，６７８  

前 期 繰 越 利 益 １，６７２ １，６７６  △ ４  

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △ １７ １２４  △ １４１  

中 間 配 当 額 ７８３ ７８３  △ ０  

当 期 未 処 分 利 益 １１，６０７ ９，０７６  ２，５３１  
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株式会社武蔵野銀行 

 

比較利益処分計算書案 

（単位：百万円） 

科            目 平成１７年度 平成１６年度 比  較 

当 期 未 処 分 利 益 １１，６０７ ９，０７６  ２，５３１  

任 意 積 立 金 取 崩 額 １１ １４  △ ３  

  不 動 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 １１ １４  △ ３  

計 １１，６１９ ９，０９０  ２，５２９  

利 益 処 分 額 ９，５８９ ７，４１７  ２，１７２  

 配 当 金 １，０３２ ７８３  ２４９  

 役 員 賞 与 金 ５７ ３４  ２３  

   取 締 役 賞 与 金 ４９ ２８  ２１  

   監 査 役 賞 与 金 ７ ６  １  

 任 意 積 立 金 ８，５００ ６，６００  １，９００  

     別 途 積 立 金 ８，５００ ６，６００  １，９００  

次 期 繰 越 利 益 ２，０２９ １，６７２  ３５７  
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（添付資料）                                                    株式会社武蔵野銀行 

役  員  の  異  動 

 

１．代表取締役の異動（平成１８年６月２９日付） 

専務取締役（代表取締役）    栗原
く り は ら

  正巳
ま さ み

   （現 常務取締役） 

 

２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補（平成１８年６月２９日付） 

町田
ま ち だ

  秀夫
ひ で お

    （現 執行役員人事部長） 

岡野
お か の

  正明
ま さ あ き

    （現 執行役員事務部長） 

 

（２）退任予定取締役（平成１８年６月２９日付） 

深澤
ふかざわ

  伸
のぶ

浩
ひろ

    （現 常務取締役 → 日東商事（株）社長就任予定） 

松島
ま つ し ま

  博
ひろむ

      （現 常務取締役 → （株）ぶぎん地域経済研究所社長就任予定） 

 

（３）新任監査役候補（平成１８年６月２９日付） 

小松
こ ま つ

  育三
い く ぞ う

    （公認会計士） 

矢野
や の

  惠
え

美
み

    （弁護士・公認会計士） 

（登録名 石田惠美） 

 

（４）退任予定監査役（平成１８年６月２９日付） 

小林
こ ば や し

  善二
ぜ ん じ

    （現 監査役） 

 

（５）昇任執行役員候補（平成１８年７月１日付） 

常務執行役員    宿谷
し ゅ く や

  直司
な お し

    （現 執行役員融資第一部長） 

常務執行役員    小林
こ ば や し

  修
おさむ

      （現 執行役員営業統括部長） 

常務執行役員    清水
し み ず

  秀美
ひ で み

    （現 執行役員本店営業部長） 

 

（６）新任執行役員候補（平成１８年７月１日付） 

金井
か な い

  正明
ま さ あ き

    （現 監査部長） 

関谷
せ き や

  武
たけし

      （現 北浦和支店長） 

 

（７）退任予定執行役員（平成１８年６月２９日付） 

金子
か ね こ

  益
ます

尚
なお

    （現 常務執行役員東京支店長 → ぶぎん総合リース（株）社長就任予定） 

町田
ま ち だ

  秀夫
ひ で お

    （現 執行役員人事部長 → 取締役就任予定） 

岡野
お か の

  正明
ま さ あ き

    （現 執行役員事務部長 → 取締役就任予定） 

以 上 
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